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要約 

本稿での考察は、まず、予算及び事業計画の編成⽅法を確認し、次いで、予
算及び事業計画に関する監査基準委員会報告書の規定及び監査事務所検査結果
事例集で指摘されている予算及び事業計画に関する監査⼿続を網羅的に確認し、
最後に予算及び事業計画を監査対象とした監査⼿続を論じた。 

予算及び事業計画に関する監査⼿続は、将来情報に対する監査という特殊性
もあり、通常の監査とは異なる難解な監査⼿続といえる。予算及び事業計画に
関する監査⼿続に関しては、詳細な規定がなく、取締役会の承認を経た予算に
関して過去の実績と⽐較して過去の予算の妥当性を検討するバックテストや企
業内外の経営環境に照らして予算が妥当であるか否かなど監査⼿続の多くを職
業的専⾨家の判断で⾏っている。予算に対する監査⼿続は継続企業の前提、減
損の実施の有無、繰延税⾦資産の回収可能性の検討といった重要な財務諸表項
⽬に影響を及ぼすことから、予算に対する監査⼿続に関する留意事項を例⽰と
して詳細に⽰す必要性や、監査⼿続として独⽴して存在させる必要があるレベ
ルにもかかわらず、詳細な規定がないことに警告を発するとともに、管理会計
的思考によって作成される情報に関して、監査⼿続としてどのようなアプロー
チをとるべきであるのかに関して議論を深め、監査⼿続を明らかにし予算に対
する監査の限界も明⽰した。 
 
１．問題意識と背景 

予算及び事業計画は、将来の経営計画や⽬標を具体的に数値として表現した
ものであり、企業の⾏動指針となるものである。また、組織内のみならず組織
外にも発信されることから、重要な指標となる。このため、予算及び事業計画
は企業経営に必須であり、上場企業は売上⾼や営業利益といった将来予測情報
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を決算短信に掲載することが求められる1。予算や事業計画は、減損会計や税効
果会計といった将来の⾒積りに関係する前提の数値となることから、財務諸表
の会計数値にも⼤きな影響を与える。予算や事業計画は公認会計⼠監査におい
て重要な監査対象となっており、公認会計⼠・監査審査会が毎年公表している
監査事務所検査結果事例集2では、予算及び事業計画の検討不⾜の指摘が多く記
載されている。予算は経営管理制度であるとする考え⽅と企業会計制度の⼀環
であるとする⾒解があるが3、予算は監査対象となることが必然であるという観
点からも予算は企業会計制度の⼀環であると位置づけたうえで、適正な監査⼿
続を実施する必要がある。 

予算や事業計画といった業績予測に関しては、短期から中⻑期の期間すなわ
ち１年間から５年程度の売上（収益）及び利益（損益）に関する開⽰が⾏われ
る。予算や事業計画の公認会計⼠による監査は、取締役会の承認を受けており、
経営環境及び過去の実績と⽐較した結果、⼤幅に乖離していなければ、会社の
主張を受け⼊れることが多いように感じる。 

予算及び事業計画に対する監査⼿続が他の監査⼿続と⼤きく異なる点として
は、監査対象となる予算及び事業計画を作成するための会社資料が少ない点、
及び将来事象に関する⾒積りであることから、妥当性についての判断が難しい
点にある。このことから、予算及び事業計画が適正と判断することができる具
体的な監査⼿続を明⽰することが本稿の⽬的である。 

企業が作成する業績予測に関しては、予算、事業計画、予測損益など様々な
表現があるが、発⽣主義会計による損益ベースで作成される業績予測について
は、本稿では予算と表現をする。また、予算には損益予算、財務予算（資⾦予
算）、資本予算等に⼤きく分類されるが、本稿においては損益予算に限定して議
論を⾏う。 
 
２．先⾏研究 
（１）予算に対する監査⼿続について 

学校法⼈は予算に基づいて運営されるため予算が重視されるという特殊性は
あるが、予算に関する監査⼿続をまとめた論⽂がある。1968 年〜1972 年に⽇
本会計研究学会のスタディ・グループ（1973）が⾏っている。予算に対する監
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査を「予算監査4」と名付けて、予算に対する監査の重要性の説明や、外部監査
としての予算監査についてまとめている。また、予算監査の位置づけとして、
予算・実算の差異分析といった決算監査の補助的な位置づけでなく、予算監査
を決算監査と並ぶ別個の領域として位置づけている。予算監査の監査⼈の責任
範囲として、必要で実⾏可能な組織⼿続を経ているか否かに関して意⾒を表明
するものであり、予算やその基礎にある計画そのものの妥当性を判定すること
やその達成を保証することではないとしている。さらに、予算監査は予算に含
まれる予測や予想の真実性を証明することではないと位置づけられている。ま
た、この研究が⾏われた背景には 1967 年に学校法⼈監査が導⼊された5影響も
⼤きいと考えられる。 

イジリ（1968）は、予算監査は、予算原則と⼿続の設定及び、予算監査基準
と⼿続の設定が必要であるとしている6。すなわち予算という報告書を監査し、
監査意⾒を表明するためには予算作成基準に準拠して作成されているか否かに
関して、予算監査基準に従って監査⼿続を実施する必要があることを指摘して
いる。また、森（1969）は、予算監査については、公的機関についてはある程
度妥当するが、私企業については困難が予測されるとしている7。 

北⼭（2008）は監査実務における対応としては、「経営計画や予算等が取締役
会等で承認されているか等を検討する必要がある。8」と指摘しているが、取締
役会等で承認されてはいるものの、予算が様々な状況に照らして適切であるか
という⼀歩踏み込んだ検討までは⾏っていない。 

千代⽥（2010）は予算監査や利益情報の監査（例えば、決算短信に対する監
査）等は財務諸表監査の延⻑上にあると位置づけている9。 

予算監査に対して監査意⾒を表明する場合には予算に関する作成基準及び予
算に関する監査基準が必要である。しかしながら本稿の⽬的は予算そのものに
対する監査意⾒を表明することではなく、予算の適正性や妥当性を外部監査と
して確認する必要があり、そのためにはどのような監査⼿続を実施する必要が
あるのかを論じていく。位置づけとしては、予算に対して意⾒を表明すること
が⽬的ではなく、予算の数値の妥当性を検討する監査⼿続を検討していく。 
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（２）予算編成・予算管理について 
予算編成に関しては、清⽔（2016）におけるアンケート調査でも裏付けられ

ているが、売上⾼の予想は難しく、費⽤の予想はそれほど難しくないという調
査結果が得られている10。また、売上⾼の予測頻度と期間の調査では、複数回答
が前提であるが、上場企業の売上⾼予測は、毎⽉、⽉初若しくは⽉末に⾏って
いるという回答と、上半期の終わり若しくは下半期の初めに⾏うという２つの
回答が他の回答を⼤きく上回っている11。売上⾼はマクロ及びミクロの市場環境
にも左右され予測が難しいと考えられ、他⽅、費⽤は内部管理によって発⽣を
コントロールしやすく、売上⾼との相関も⼤いに関係すると考えられる。 

売上⾼や損益の予算実績差異分析における変動理由に関しては、売上⾼とコ
スト・ビヘイビアの関係に注意する必要がある。売上⾼の変動に対するコスト
の変動は売上⾼の増加と減少に対して⾮対称であることが実証研究によって明
らかになっている12。また、売上⾼が減少する場合のコストの減少率の絶対値は、
売上⾼が増⼤する場合のコストの増加率の絶対値よりも⼩さいという現象をコ
ストの下⽅硬直性13といい、多くの実証研究がなされている。さらに、売上⾼が
増加する場合のコストの増加率の絶対値よりも、売上⾼が減少する場合のコス
トの減少率の絶対値は⼤きいという、コストの反下⽅硬直性も実証研究によっ
て認められている。すなわち、売上とコスト・ビヘイビアは企業特有ともいえ
るし、同⼀企業であっても年度によって異なるともいえる。これらから考えら
れることは、監査⼿続として売上⾼とコスト及び損益の関係性を判断する場合
には、企業内外の経営環境と経営戦略等を合わせて売上⾼とコスト・ビヘイビ
アの関係性が合理的な理由となっていることに対する⼼証を得る必要があると
いえる。 
 
３．予算の編成について 
（１）総論 

企業活動を⾏う中で、資⾦繰りの関係や上場企業であれば決算短信において
業績予測を公表する必要性や、任意の IR 活動のために、１年後の短期から５年
後の中⻑期の業績予測を作成する必要性がある。特に１年間の活動において、
業績予測と資⾦繰り計画をリンクさせ資⾦管理を⾏う必要性もある。もっとも、
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資⾦管理を中⼼に業績予測を考えている企業も存在するが、キャッシュ・フロ
ーベースと発⽣主義会計による損益ベースでは異なる管理⽅法によることにな
る。本来的には、発⽣主義会計ベースで作成される予算とキャッシュ・フロー
ベースで作成される資⾦管理は別の概念であり、それぞれ作成される必要があ
る。別々に作成する場合には、発⽣主義会計ベースで作成される予算を基にし
て、資⾦管理を⾏うことが必然と考えられることから、本稿において、資⾦管
理は取り上げず、予算のみを対象として議論を⾏う。 

費⽤は収益を獲得するための犠牲であることから、費⽤を費やすことで収益
を獲得することができると考えられるが、現実的には企業の外部環境である市
場環境と、どのような経営資源を保有しているのかという企業の内部環境の総
合的なバランス及び過年度の状況を判断した結果、売上⾼を⽬標値として初め
に設定し、次いで売上⾼を達成するための企業内部の費⽤を決定することが現
実的な予算編成となる。 
 
（２）予算の編成⽅法 

予算や事業計画は、短期（１年）、中期（３〜5 年）14、⻑期（５年超）があ
る。通常、⻑期的視点に⽴ち、⻑期の企業のあるべき姿を⾒据えた⼤まかな⻑
期的な予算を計画し、その中間地点ともいえる中期的な達成⽬標を中期予算と
して掲げ、次年度の１年につき具体的な予算を編成するという⽅法がとられる。
当然、次年度の１年の予算は達成可能性が⾼いことが期待される。 

予算編成としては、トップダウン型、ボトムアップ型、若しくはその中間形
態としての折衷⽅式がある。多くの場合、売上⾼に関する予算計画については、
トップ主導で各事業部の中間管理職等からの情報を基にトップが会社内外の経
営環境を踏まえたうえで決定する傾向にある。しかしながら、トップも現場の
意⾒を吸い上げ、現場を予算作成に参加させることで、責任意識を⾼めること
が可能となり、予算⽬標の達成に⼤きな原動⼒となることから、売上⾼の予算
編成をトップダウン型とボトムアップ型の折衷⽅式で⾏う⽅法が増加している。
予算における売上⾼は、利益の源泉であるとともに、IR 情報等で株主等に公開
する情報となるため、相応の根拠をもって決定するともに、過度に保守的であ
っても組織内部の⼠気を下げる原因となり、業績悪化の原因となる。反対に強
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気な売上⾼の⽬標設定は、組織内に圧⼒をかけることになり、⽬標未達となれ
ば、売上⾼の架空計上や前倒し計上といった不正会計のリスクも⾼まり組織は
負のスパイラルに陥る可能性があることから、売上⾼の⽬標設定は最重要課題
といっても過⾔ではない。また、⽬標利益を先に決定し、必要となるコストか
ら売上⾼を算定する⽅法も⾏われている。さらには、ROE や ROA といった⽬標
とする経営指標を決定したうえで、必要な利益等を決定して売上⾼やコストを
決定する⽅法等も⾏われている。 

売上⾼の情報を受けて、各事業部内で必要なコストを計算する⽅法が必然で
あろう。この際、売上⾼に連動する変動費とそうでない固定費に分解してコス
トを算定することが必要となる。純粋な変動費や固定費とはならない項⽬に関
しても準変動費や準固定費として扱い、コスト・ビヘイビアを考慮しつつ、無
駄なコストをカットした必要最低限なコストとする必要性がある。事業部内で
の予算スラックの問題が発⽣するが、あらかじめ企業内若しくは事業部内にお
いて、予算スラックのガイドラインやマニュアルを作成しておくことで抑⽌⼒
が働き、また問題となった場合の対応策の⽅針が明確となる。 

各事業部は本社費の配賦も⾏うことが多い。本社費は売上⾼や利益を基準と
する負担能⼒主義と、従業員数や⼈件費等を基準とする受益者主義の考え⽅が
ある。これらの考え⽅をミックスした配賦⽅法も⾏われている。 

権限と責任の移譲の程度の差は各企業により異なるが、多くの企業では事業
部ごとにプロフィット・センターとして利益責任が課せられており、事業部単
位での予算編成が⾏われ、必要な連結グループ内部の調整（相殺消去など）が
⾏われ全社レベルの予算となる。 

予算編成のポイントとしては、⽬標とする売上⾼や利益を決定し、それに対
応するコストを決定するが、コストは企業側の意思で発⽣させる部分も多く、
利益を発⽣させるためには削減しやすいともいえるが、無理な予算によるコス
ト削減は将来の収益獲得の機会も奪うことにつながることから、適正なコスト
管理を実践する必要がある。 

なお、毎⽉、３か⽉（四半期）に１回、年に１回と期間は異なるが、新たな
予算期間に対して、当該予算期間の全体を柔軟に更新・変更して予算を作成す
る⽅法をローリング予算という。具体的には、毎⽉予算を⾒直し、１年間の予
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算編成をローリング予算⽅式で⾏う場合、常に毎⽉ごとに１年後までの予算が
作成され更新されることになる。 
 
（３）予算の修正 

毎⽉予算と実績を⽐較し、予算実績差異分析を⾏い、売上⾼、各段階利益、
各コストに関して、達成率や未達成率の程度を把握し、差異の原因分析を⾏い、
経営戦略に役⽴て、予算を修正し新たな予算を編成する必要がある。ここで注
意するべきは、固定費の存在と変動費の割合である。業種やビジネスモデルに
より⼤きく際の原因が異なることも重要な要因として考える必要がある。 

例えば、ビジネスモデルとして伝統的な製造業を⾏っている場合、製造設備
などの製造能⼒を毎期⼤幅には変動させることはできないことから、固定費の
変動は⼤きくは異ならず、確実に発⽣すると予測することが可能であるが、売
上⾼は不確実の要素もあり変動が起こってしまう。もっとも、受注⽣産を⾏っ
ている場合には受注残のように売上⾼を計算することが可能な場合もある。他
⽅で、ネットビジネスのようにコンテンツを作成するための費⽤は多く発⽣す
るが、注⽂が多くなれば、追加の費⽤は多く発⽣することはなく、売上⾼の割
合の多くが利益に直結するような特性を持つ予算もある。このようなビジネス
モデルを考慮しつつ実績に対して差異を分析し予算を修正する必要がある。 

予算の修正は、予算の編成時に決定されたプロセスに従って⾏われることが
必要である。特にコストについては、予算編成の際に関わった組織構成員が多
いと考えられるため、コストの修正については、予算編成のプロセスを踏襲す
ることが望ましいと考えられるが、予算修正に関する権限が付与されていない
場合もあることや、予算修正の時間等を考慮すると予算編成プロセスを踏襲す
ることが難しい側⾯もある。 
 
４．予算に対する監査⼿続に関する規定の確認 
（１）監査基準委員会報告書の規定 

まずは、監査基準委員会報告書に規定されている予算及び事業計画に関する
監査⼿続を精査し、記載個所のみを抜粋する形で監査⼿続を確認する。 
 

予算及び事業計画などの業績予測に関する監査手続に関する一考察―管理会計的思考に対する外部監査の位置づけ―

p.77



監査基準委員会報告書 240 財務諸表監査における不正 
《付録２不正による重要な虚偽表⽰に関するリスク対応⼿続の例⽰》 
《(3)経営者の⾒積り》 
・⾒積りの前提となる事業計画を遂⾏する経営者の能⼒と意図を裏付けるため、

経営者や経理部⾨以外の者にまで質問対象を広げる。 
 
監査基準委員会報告書 260 監査役等とのコミュニケーション 
A21．経営者との協議事項⼜は伝達した重要な事項には、例えば、以下の事項が

含まれる。 
・企業に影響を与える産業の状況、及び重要な虚偽表⽰リスクに影響を与える

可能性がある事業計画や予算等 
 
監査基準委員会報告書 315 重要な虚偽表⽰リスクの識別と評価 
A29．分析的⼿続は、多くのツール⼜は技法を利⽤して実施することが可能で、

ツール⼜は技法は⾃動化されている場合がある。データに対して⾃動化され
たツール⼜は技法を⽤いて分析することをデータアナリティクスということ
がある。 

例：監査⼈は、スプレッドシートを利⽤して実績と予算を⽐較することもあれ
ば、⼀⽅で、より具体的なリスク評価⼿続が必要となる取引種類、勘定残⾼
⼜は注記事項を識別するために、より⾼度な⼿続として、企業の情報システ
ムからデータを抽出し可視化技法を⽤いて当該データを詳しく分析すること
もある。 

A32．リスク評価⼿続には、例えば、以下の事項の観察⼜は記録や⽂書の閲覧が
ある。 

・内部⽂書（事業計画書や予算書等）、関連する記録及び内部統制マニュアルの
閲覧 

A68．業績を評価するために使⽤される主要な指標には、以下のような事項を含
む。 

・主要な業績指標（財務及び⾮財務）、主要⽐率、趨勢及び業務運営上の統計数
値 
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・業績の期間⽐較分析 
・予算、予測、差異分析、セグメント情報及び事業部⼜は他の組織レベルでの

業績報告 
 
監査基準委員会報告書 320 監査の計画及び実施における重要性 
A5．選択した指標に関連する財務データには、通常、過年度や期中の実績⼜は

財政状態、当年度の予算⼜は⾒込みがあるが、それらに対して企業の状況の
重要な変化（例えば、重要な事業買収など）や企業が属する産業や経済の環
境変化に応じて修正した数値も含まれる。 

 
監査基準委員会報告書 330 評価したリスクに対応する監査⼈の⼿続 
A21．リスク評価⼿続は、運⽤評価⼿続として特に⽴案されていなくても、内部

統制の運⽤状況の有効性に関する監査証拠を提供し、結果として運⽤評価⼿
続となる場合がある。このようなリスク評価⼿続には、例えば、以下のよう
な⼿続を含む。 

・経営者等に対する予算管理についての質問 
・経営者が⽉次で実施する経費の予算実績分析についての観察 
・予算と実績の差異に関する調査報告書の閲覧 

これらの監査⼿続によって、企業の予算管理⽅針及びそれが業務に適⽤され
ているかどうかについての情報とともに、経費の分類に関する重要な虚偽表⽰
の防⽌⼜は発⾒に係る予算管理の運⽤状況の有効性に関する監査証拠も⼊⼿
できる。 

 
監査基準委員会報告書 540 会計上の⾒積りの監査 
A33．監査⼈は、会計上の⾒積りを⾏う際に経営者の偏向⼜は不正による虚偽表

⽰が⽣じる可能性を経営者がどのように識別し対処しているかを理解するに
当たって、例えば以下を検討する場合がある。 

・経営者が過去の業績若しくは予算⼜はその他の要因と⽐較して、想定してい
ない⼜は⽭盾する業績を⽰す可能性のある主要な業績指標を監視しているか
どうか、監視している場合にはその⽅法 
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A40．監査⼈は、経営者が会計上の⾒積りに使⽤する仮定をどのように選択した
かを理解する際に、例えば以下を検討する場合がある。 

・使⽤した複数の仮定の間の整合性⼜は他の会計上の⾒積りに使⽤した仮定若
しくは企業の事業活動の他の領域で使⽤した仮定との整合性を経営者がどの
ように判断しているか。 

また、以下のその他の事項との整合性を経営者がどのように判断しているか。 
経営者による影響が及ぶ事項（例えば、資産の耐⽤年数の⾒積りに影響を与

える可能性のある保守計画に関する仮定）。それらの事項が企業の事業計画及
び外的環境と整合しているかどうかの判断を含む。 

A105．適⽤される財務報告の枠組みの要求事項に照らした重要な仮定の適切性
は、特定の⾏動を実⾏する経営者の意思と能⼒に依存することがある。また、
経営者は特定の資産や負債に関連した経営者の意思や計画を⽂書化すること
が多く、そのような⽂書化は適⽤される財務報告の枠組みにより要求される
こともある。経営者の意思と能⼒に関して⼊⼿すべき監査証拠の内容と範囲
は、職業的専⾨家としての判断によることとなるが、該当する場合、監査⼈
の⼿続には以下の事項が含まれる。 

・計画書やその他の⽂書（該当する場合には、正式に承認された予算書、決裁
書、議事録を含む）の閲覧 

 
監査基準委員会報告書 600 グループ監査 
《付録１ グループ監査チームが理解する事項の例⽰》（A21 項参照） 
《グループ全体統制》 
１．グループ全体統制には、以下の事項の組合せを含むことがある。 
・グループ経営者が構成単位の業績を予算と対⽐させて監視し、適切な措置を

講じることができるようにする定期的な報告などの、構成単位の事業状況及
び経営成績に対する監視 

 
以上が監査基準委員会報告書に記載されている予算及び事業計画に関する規

定である。経営者の能⼒に関して質問対象者を広げること、経営者と協議⼜は
伝達した予算や事業計画が重要な虚偽表⽰リスクに与える影響について、監査
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役等とコミュニケーションをとること、監査⼿続の実施の時期を考慮する際に、
予算達成のために収益を過⼤計上する可能性を検討すること、理解、質問、閲
覧といった監査⼿続が中⼼となっている。より詳細な監査⼿続としては、予算
と実績を⽐較した差異分析の観察及び差異調査報告書の閲覧、⾒積り項⽬に関
しては、経営者が過去の業績や予算やその他の要因と⽐較をして想定していな
い⼜は⽭盾する業績を⽰す可能性のある業績指標を監視しているかどうか、監
視している場合にはその⽅法を確認すること、経営者が事業計画と外部環境と
の整合性をどのように判断しているのか、グループ経営者が構成単位の業績を
予算と対⽐させて監視し、適切な措置を講じるための体制に関する確認などが
ある。 
 
（２）監査事務所検査結果事例集15の指摘事項 

監査事務所検査結果事例集（令和３事務年度版）の指摘事項の要点をまとめ
ることにより、予算及び事業計画に対してどのような監査⼿続を実施するべき
であるのかを確認する。 
・P52 監査契約の新規の締結時におけるリスク評価⼿続の実施 

事業計画に関するヒアリング等のリスク評価⼿続を実施していない。 
・P88 監査⼈として発揮すべき職業的懐疑⼼の⽋如 

会計上の⾒積りに利⽤された事業計画の実現可能性等、経営者の主張に対し、
客観的に評価した上で当該主張の合理性を検証する⼿続が実施されていない。 

・P99 評価した不正による重要な虚偽表⽰リスクへの対応 
⼯事進⾏基準適⽤案件に関し、予算達成のプレッシャーがあるという不正シ

ナリオを想定しているが、不正の可能性のある案件の抽出に際し、予算の達成
状況を考慮しておらず、関連する外部証憑の確認もなされていない。 

・P128 会計上の⾒積りの監査 
固定資産の減損や繰延税⾦資産の回収可能性といった会計上の⾒積りに利

⽤された事業計画の実現可能性等、経営者の主張に対する客観的な評価を⾏わ
ず、当該主張の合理性を検証する⼿続が不⾜している事例が多くみられる。 

評価できる取組としては、被監査会社の事業計画の検討に当たり、裏付けの
明確でない経営者の仮定については認めない⽅針であることを監査計画策定
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段階で経営者に明確に伝達している。 
・P130 経営者の仮定の合理性 

事業計画の内容について具体的な裏付けに基づいた確認を⾏っておらず、経
営者への質問のみで定性的に評価するにとどまるなど、監査チームが、事業計
画の合理性を、職業的専⾨家として批判的な観点から⼗分かつ適切に検討して
いない事例が多数みられる。 

対応策として、監査チームは、事業計画について、その内容と監査チームが
⾃ら理解した企業環境との整合性の検討、過去実績との⽐較、収益拡⼤や経費
削減等の計画に織り込まれた数値の基となる具体的な⽅策の確認及び実現可
能性の検討などにより、慎重に検討することに留意する必要がある。 

・P132 関係会社株式の評価 
⼦会社株式の評価に関して、⼦会社の事業計画において、⼦会社の経営者へ

の質問の回答を⼊⼿していることや、直近の売上⾼が増加傾向であることを把
握していることなどによって、売上⾼及び利益の増加傾向が翌年度以降継続す
るという経営者の仮定についての監査証拠を⼊⼿していないなど、⼦会社の事
業計画の合理性を⼗分に検討していない。 

・P132 基礎データの信頼性 
関係会社株式の評価において、当初の事業計画と実績の乖離の検討など、実

質価額の低下について慎重に検討することが求められる。 
・P134 債権の評価 

貸出⾦の回収可能性に疑義はなく、債務者区分を「正常先」としている。財
政状態及び事業計画を検討した結果、当該債務者区分は妥当であるとしている
が、在庫残⾼が年商に⽐して多額な状況が最近５年以上継続しており、不良在
庫が顕在化した場合、実質債務超過の可能性もあるという状況を把握している
にもかかわらず、追加の監査証拠の⼊⼿を検討していない。 

・P137 減損に関する留意点 
将来キャッシュ・フロー算定の基礎となる事業計画について、被監査会社に

対する質問等を⾏うのみで、具体的な裏付けデータに基づき合理性を検討して
いない事例がある。 

・P138 のれんの減損 
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のれんを認識している連結⼦会社について、株式取得時の事業計画と実績と
の⽐較を実施していないなど、減損の兆候の有無を⼗分に検討していない。 

株式取得価額の相当額がのれんに配分されている状況において、株式価値報
告書中の DCF 法による算定の際に⽤いられている被取得企業の将来の事業計
画の合理性を検証していないなど、のれんの減損の兆候について⼗分に検討し
ていない。 

買収時の事業計画が想定どおりに進捗せず、損益実績が買収時の事業計画を
⼤幅に下回ったことから、事業計画を修正し、修正後事業計画に基づく回収可
能価額とのれんの帳簿価額の差額を減損処理しているが、修正後事業計画の検
討に当たり、収益の種類ごとに検討していない、または⼀部の収益しか検討し
ていないなど、修正後事業計画の実現可能性について、⼗分に検討していない
事例がみられる。 

・P140 繰延税⾦資産の回収可能性の留意点 
繰延税⾦資産の回収可能性の検討においては、課税所得の⾒積りに際して、

経営者の策定した事業計画の合理性等を検討する場合が多いが、経営者が事業
計画に過去の達成率等を乗じて⾒積額を算定していることのみをもって、⾒積
額は保守的であり達成可能性は⾼いと評価し、事業計画そのものについて批判
的に検討を⾏っていない事例がみられる。 

・P147 グループ監査 重要な構成単位 
重要な構成単位以外の構成単位としている海外⼦会社Ａ社とＢ社が連結上

の重要性の基準値を超える固定資産を保有している状況において、前期及び当
期に連続してＡ社及びＢ社の営業損益がマイナスであるにもかかわらず、以下
の点を検討していない。 

ア：グループ監査チームは、構成単位の監査⼈から固定資産については減損
のリスクがないとの回答を得るのみで、Ａ社の将来の事業計画などの企業及び
企業環境に関する⼗分な情報を得ないまま、当該構成単位の財務諸表に特別な
検討を必要とするリスクが含まれていないと判断している。 

イ：グループ監査チームは、翌期において営業利益が計上されるというＢ社
の事業計画に対して、損益改善の主要因であるコスト削減の要素を⼗分に評価
しないまま、当該構成単位の財務諸表に特別な検討を必要とするリスクが含ま
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れていないと判断している 
 
（３）監査提⾔集（会員⽤）16 

監査提⾔集の予算及び事業計画に関する指摘事項の要約を⾏うことにより、
実施するべき監査⼿続を明らかにする。 

・P61 繰延税⾦資産の回収可能性の検討 
繰延税⾦資産を計上することにより債務超過を回避していたが、ほどなく倒

産した事例を取り上げている。 
繰延税⾦資産の回収可能性の検討において、リスク評価が適切ではなく、重

要な税務上の⽋損⾦が発⽣した原因や事業計画の実現可能性の検討が不⼗分
であった。具体的な改善すべき⼿続として、重要な税務上の⽋損⾦が発⽣して
おり、前期において財務制限条項に抵触し、当期も⼦会社配当がなければ再び
財務制限条項に抵触していた状況であったため、会社の置かれた状況を総合的
に勘案する必要であった。さらに、複数期間にわたり事業計画と実績値が乖離
していた状況に鑑み、将来においておおむね３年にわたり⼀時差異等加減算前
課税所得が安定的に⽣じるという会社の説明が合理的な根拠に基づいている
かどうか、また、将来の課税所得の⼗分性やタックスプランニングの妥当性に
ついて、慎重に検討する必要を指摘している。 

 
・P62 ⼦会社に関するのれんの評価 

新規に取得した⼦会社に関するのれんの評価について、２期⽬にのれんの減
損を⾏ったが取得時点でのれんの価値がなかったという事例を取り上げてい
る。 

１期⽬から⼦会社の事業計画が未達であったが、その原因が原材料の⼀時的
な⾼騰との説明を受けたのみで合理的と判断していた。事業計画が楽観的であ
ったため、事業計画について会社の説明を鵜呑みにせず、事業計画に⽤いる将
来キャッシュ・フローは実現可能で合理的か否かについて慎重に検討する必要
性を指摘している。 

 
・P66 固定資産の減損 
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事業⽤資産の減損に関して、減損の兆候を回避する⽬的で監査⼈に対して使
⽤実態と異なる説明や⼤幅な増収増益の事業計画を提供していた事例である。 

事業計画が未達の状況にもかかわらず、質問のみを実施し、事業計画の裏付
けとなる証拠の⼊⼿が不⼗分であったと指摘している。事業計画の実現可能性
については、外部の客観的なデータとの照合を実施する等、批判的な検討を⾏
う必要があった。事業計画の実現可能性については、経営者への質問を裏付け
る客観的な監査証拠を⼊⼿し、批判的な検討を⾏う点を指摘している。 

 
・P69 固定資産の減損 

不動産の減損の兆候を逃れるために事業計画を⽔増しした事例である。 
不動産の減損の兆候の判定にあたり、不動産評価額を簡易鑑定とし、現状の

建物のテナント収⼊のみならず、新たな建物の竣⼯を前提とした事業計画に基
づく収益還元法により算出されていた。不動産調査報告書の評価額と実際の売
却価額には⼤きな乖離があったが、過年度の⾒積りに関する遡及的な検討（バ
ックテスト）を⾏っていなかった。不動産評価額は、全て簿価の 50％超とな
っていたため、会社は減損の兆候はないと判断し、減損損失を計上していなか
ったが、不動産を売却するたびに多額の売却損を計上していた。これらの状況
を鑑み、不動産評価の基礎となった事業計画が適切であるかについて批判的な
検討を⾏う必要があった。 

 
・P80 継続企業の前提 

期財務諸表（継続企業の前提に関する注記なし）を提出した６か⽉後に資⾦
繰りの⽬処が⽴たなくなり、⺠事再⽣法適⽤の申請を⾏った事例である。 

事業計画は、毎期微増成⻑する想定で計画されていた。資⾦計画については、
過去の実績に基づく検討や出資先及び取引⾦融機関に直接質問を実施した。そ
の結果、出資先及び取引⾦融機関から前向きに検討しているとの⾒解が⽰され
ていたことから、出資の意向に関する⽂書や新規⼜は借換えの契約は未了であ
ったが、特段問題はないと判断した。 

第三者割当増資や借⼊れの「予定がある」という説明が「⼀定の対応策」と
判断できるか否か、割当先や企業の親会社⼜は取引⾦融機関等の⽀援者に確認
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し、当該⽀援者に追加資⾦を提供する財務的能⼒があるかどうかを評価するな
ど、実施可能な検証⽅法を検討する。 

 
・P124 継続企業の前提 監査⼈の交代 

会社は継続企業の前提に重要な疑義を有しており、実⾏可能性のある事業計
画を持ち合わせてはいなかったが、監査⼈を交代することで、適正意⾒を受領
し上場廃⽌を免れた。しかし、ほどなくして倒産した事例である。 

継続企業の前提に関しては、質問を主とした事業計画の合理性の検証を⾏っ
たが、裏付けとなる監査証拠を⼊⼿する時間はなかった。継続企業の前提に関
する注記の基礎となる事業計画の合理性について、裏付けのある証拠等を⼊⼿
して⼗分に検討する必要があった。継続企業の前提に重要な疑義を⽣じさせる
事象⼜は状況が存在していることを理由に監査意⾒が表明されずに監査⼈が
交代することになっていたため、当該状況を踏まえ、会社の事業計画の合理性
と実現可能性について⼗分に検討する必要があった。 

 
５．内部統制について 

予算及び事業計画に関する内部統制は適切に整備・運⽤されている必要があ
る。しかしながら、財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準、財務報告
に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準17、及び財務報告に係る内部統
制の監査に関する実務上の取扱い18においては、予算及び事業計画に関する経営
者の整備・運⽤に関する規定や監査⼈として予算及び事業計画に対してリスク
評価を⾏い、運⽤評価⼿続を実施する旨の規定は実質的に存在しない19。このた
め、経営者は予算及び事業計画に関する編成・統制規定を整備する必要があり、
監査⼈は当該規定に則って予算及び事業計画が編成・統制されているか否かを
確認する必要がある。 

経営者及び監査⼈は、予算の編成・統制に関する規定に準拠して予算が作成
されているか否かに関して、内部監査室及び監査役が内部監査を実施している
か否かを確かめる。その際、内部監査室の指摘事項の内容についても検討する。
指摘事項の内容は適切か、指摘事項に対して、修正が⾏われた場合、修正後の
内容は適切なものとなっているのか、指摘事項に対して修正が⾏われていない
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場合、理由の妥当性を検証し、当該予算項⽬の妥当性を検証する。なお、予算
の編成・統制に関する規定が存在しない場合であっても、内部監査室や監査役
の内部監査が実施された場合、実施内容等を⽂書化して保存しておくことが必
要となる。 

経営者は予算及び事業計画を策定する際に、作成する根拠となった資料等を
保存しなければならない。外部監査の根拠資料として必要であるためという理
由ではなく、第⼀義的には、適切に予測数値を作成するために、根拠となるデ
ータ及び資料の正確性について企業内部で検討する必要がある。そのプロセス
を受けて当該データや資料を監査⼈が検討して、予算編成の仮定の適切性など
が検討され、外部証拠も⼊⼿可能な範囲で⼊⼿し、予算及び事業計画を批判的
に検討することができる。 

 
６．実施するべき監査⼿続 
（１）内部統制の評価 

予算及び事業計画の検討に際しても、まずは内部統制の理解と評価を⾏う必
要がある。内部統制が存在しているのか否か、及び内部統制が有効に機能して
いるのか否かを検討する必要がある。 
・予算の編成⽅法を質問、内部規定の閲覧等によって理解する。トップダウン

型かボトムアップ型か、その中間形態としての折衷⽅式なのか。どのような
作り⽅をしており、予算作成の権限や承認経路の確認を含む。 

・予算編成において、財務会計との連携を図り整合性を確認しているか。 
・各事業部等のプロフィット単位における予算編成はビジネスモデルやビジネ

ス特性を反映した予算編成となっているか。売上⾼とコスト・ビヘイビアと
の関連性及びコストの発⽣のブレークダウンの程度の理解と妥当性の検討。 

・予算の修正はどのタイミングで実施するのか、予算を修正する場合の権限と
責任の範囲は予算編成時と同じか異なるのかを確認する。 

・予算実績差異分析を⾏うタイミングと分析結果の内容の妥当性の検討。 
・統制環境を反映する形になるが、予算編成に関する経営者の圧⼒の有無、若

しくは程度、予算達成に関する社内の取り組み⽅などの予算に対する会社の
姿勢を把握する。 
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・予算に関する規定の内容を確認する。規定が存在しない場合、過去の予算の
編成実績等からどのように作成されているのかを確認する。 

・予算の作成に外部の専⾨家を利⽤しているのかを確認する。外部の専⾨家を
利⽤する場合、どの程度、被監査会社は予算の編成に携わっているのかを確
認し、内部統制が被監査会社か外部の専⾨家のいずれに存在するのかを明確
にする。 

・専⾨家の利⽤として、予算作成の基礎となる根拠データの作成を依頼してい
る場合があるため、当該データの信頼性の程度を社内で検討しているか否か
を確認する。 

・予算編成の根拠となる外部資料の⼊⼿⽅法、及び将来情報としての会社の内
部資料の作成⽅法と内容に関する内部監査に関する妥当性の検討を⾏う。 

・本社費の配賦及び内部振替の⽅法と計算の妥当性の検討を⾏う。 
・ローリング予算を編成している場合、ローリングする期間は⽉、四半期、年

のどれに該当するのかを理解する。 
 
（２）実証⼿続 

内部統制に依拠する場合も、依拠しない場合も実証⼿続を⾏い、予算の妥当
性に関する⼼証を得る必要がある。質問や内部規定の閲覧、内部監査の結果と
しての報告書の閲覧等のみの監査⼿続で終わることは許されない。予算を客観
的な観点から裏付けることのできる外部証拠の⼊⼿が求められている。事業計
画の裏付けとなる⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿し、将来の売上⾼、損益、将
来キャッシュ・フロー等の合理性に関する⼼証を得る必要がある。 
・予算の合理性を企業内外の環境に照らして乖離していないか否かを確認する。 
・出店計画、撤退計画、設備投資計画等を含む経営計画と予算の整合性を確認

する。特に、今後の１年間の短期における経営計画と予算の整合性を売上⾼
とコストの両⾯において確認する。 

・過年度の予算と実績の分析を⾏う。乖離が著しい場合、その原因を把握する。
また乖離が著しくない場合でも、収益と費⽤の各項⽬に対して細分化した上
での各項⽬の乖離の検討と理由の適切性を検討する。 

・予測数値の妥当性の検証を⾏う。経営環境、過去の予算と実績の乖離から総
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合的に判断する。経営環境は⼤きく分けて、外部環境と内部環境がある。外
部環境は被監査会社が属している産業⼜は業界の状況と将来の⾒通し、産業
⼜は業界における被監査会社のポジショニング、同業他社・競合企業の経営
状況の理解、ターゲットとしている市場の成⻑率や状況の理解などを含む総
合的な理解となる。他⽅、内部環境とは取締役の能⼒を含む社内で正確に予
算を編成する能⼒や、編成に関する主要な従業員が存在しているか否か、従
業員の⼤量退職⼜は⼤量雇⽤などの⼈事異動に関する情報等を総合的に勘案
する。 

・実績数値に関して、各プロフィット単位の事業部を合計した結果、連結財務
諸表全体の収益、費⽤及び利益と⼀致をするかという整合性を確認する。実
績の数値に関して、各プロフィット単位の事業部の単純合計と連結相殺消去
を考慮し、連結財務諸表との売上⾼及び損益の⼀致を確認することにより、
予算の作成⽅法の合成性を確かめることができる。 

・より詳細な項⽬別の予算実績差異分析を⾏う。特にコストに関しては予算が
編成された各事業部や組織をブレークダウンして、コスト・ビヘイビアに注
意しながら差異分析を⾏う。また、被監査会社が⾏った差異分析の観察及び
差異調査報告書の閲覧を⾏い、理由の妥当性を検討する。 

・経営者の能⼒に関して質問対象者を広げる。 
・経営者と協議⼜は伝達した予算や事業計画が重要な虚偽表⽰リスクに与える

影響について、監査役等とコミュニケーションをとる。 
・監査⼿続の実施の時期を考慮する際に、予算達成のために収益を過⼤計上す

る可能性を検討する。 
・⾒積り項⽬に関しては、経営者が過去の業績や予算やその他の要因と⽐較を

して想定していない⼜は⽭盾する業績を⽰す可能性のある業績指標を監視し
ているかどうかを確認する。監視している場合にはその⽅法を確認する。 

・経営者が事業計画と外部環境との整合性をどのように判断しているのか、グ
ループ経営者が構成単位の業績を予算と対⽐させて監視しているかどうかを
確認し、適切な措置を講じるための体制に関して確認をする。 

・予算を客観的に評価した上で予算の合理性を検証する。予算の実現可能性等
について、関連する外部証憑を⼊⼿し批判的な検討を⾏う。 
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・被監査会社の事業計画の検討に当たり、裏付けの明確でない経営者の仮定に
ついては認めない⽅針であることを監査計画策定段階で経営者に明確に伝達
しておく。監査契約等で明⽰することも⼀考に値する。 

・理解している企業環境と予算の整合性を検討する。過去実績との⽐較、収益
拡⼤や経費削減等の計画に織り込まれた数値の基となる具体的な⽅策の確認
及び実現可能性の検討を⾏う。 

・経営者の仮定についての監査証拠を⼊⼿する。 
・⼗分かつ適切な監査証拠の⼊⼿に当たり、⼗分な時間を確保する必要がある。

特に、継続企業の前提に関する重要な予算や資⾦繰りについては、⼊⾦の確
実性を担保することができる監査証拠の⼊⼿が求められる。 

・取締役会等の承認を受けた予算に対して監査⼿続を実施する。 
・市場規模や市場成⻑率をベースとした、⾃社の市場占有率、及び市場におけ

る成⻑率等を精査することは重要である。これらの指標と各⽉の実績を⽐較
しバックテストを⾏い、将来情報の⾒積りの正確性を確かめる必要がある。 

・競合他社の情報と⽐較し、将来情報の合理性を確認する。同業他社の動向や
取引先への質問及び契約内容の確認等、可能な限り外部証拠を収集し、妥当
性に関する検討を⾏う。 

・ビジネスモデルを理解し、売上⾼とコスト・ビヘイビアの関係性に注意し、
予算の合理性を検討する。 

・予算にストレス・テストを実施する。予算が下振れした場合の影響を検討す
る。 

 
７．予算に対する監査上の問題点 
（１）取締役会決議後の予算に対する監査 

予算に関する監査⼿続は、取締役会決議を経た予算に対する⼿続とならざる
を得ず、監査の時間的な制約から、監査⼈が変更を要求することが実務的には
困難といえる。監査⼿続を実施する会社資料は情報の信頼性という観点から、
会社が承認した情報に対して監査⼿続を⾏う必要がある。このため、取締役会
決議を経た予算に対して批判的な検討を⾏ったとしても限界があることは否め
ない。監査⼿続や監査調書の作成が監査⼈の⾃⼰保⾝のための監査⼿続の記録
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として残すことを⽬的として⾏われる可能性が残ってしまう。しかしながら、
監査の指導的機能の観点と、監査意⾒表明までの時間的な制約があるという理
由により、予算に対する監査については、取締役会承認前のドラフト段階の数
値から監査⼿続を⾏い正しい予算作成へと導き、会社の主張をあらかじめ把握
しておく必要が強く要請されると考える。 

予算の監査という特殊性を考慮すると、被監査会社に理解を求め、財務担当
取締役や監査役、最終的に予算を取りまとめ会社全体の予算を作成する部⾨を
中⼼に被監査会社コミュニケーションをとり、経営者ディスカッション時に、
変更を確約することや、あるいは、監査契約時での約束事としておくことも有
効な⼿段である。 
 
（２）外部の専⾨家に予算の作成を依頼している場合 

企業側の限界として、⾃社では予算を作成することができず、外部のコンサ
ルティング会社等の専⾨家に予算編成を依頼する場合がある。依頼の程度は予
算に関することの全てという場合もあり、⾃社ではほとんど予算を編成するこ
とが難しい上場企業もあることが現状である。予算を編成することができない
ということは、予算の修正も予算実績差異分析とその原因の把握も⾏うことが
できないことを意味する。企業⽂化の問題、経営者の経営⽅針の問題であるが、
少なくとも上場企業については、⾃社で予算の編成・修正・予算実績差異分析
を⾏う内部統制を確⽴する必要性はある。 
 
（３）予算の更新が⾏われていない 

上場企業であれば、四半期ごとに財務諸表を公表し監査事務所のレビューを
受ける必要性がある。四半期レビューでは、前期末の状況を前提としつつも、
各四半期において経営環境の変化の有無を確認し、前期間からの重要な変動の
有無を確認する必要がある。最新の予算が必要となる理由は、四半期ごとに継
続企業の前提の有無、繰延税⾦資産の回収可能性の検討、固定資産の減損の必
要性の有無の確認等、企業が第⼀義的に財務諸表を作成し、監査⼈が監査を実
施する必要があるためである。 

しかしながら、内部統制が脆弱であることを理由として、予算の更新がなさ
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れていない、各四半期において期末の着地⾒込みの変更もないという事態も存
在する。最低でも四半期ごとに予算の更新は必要であるため適正な内部統制の
構築をする必要がある。 
 
（４）予算実績差異分析の精度の問題 

予算の編成は緻密であり、各部⾨ごとに発⽣する収益及び費⽤の予測を計画
し、⽉ごとあるいは四半期ごとに各部⾨の実績（実際発⽣額）を集計し、各部
⾨の予算と実績の差異分析を⾏い、その理由を把握しておく必要がある。予算
編成の最⼩単位をプロフィット・センターとして捉えて、より詳細にプロフィ
ット・センターをブレークダウンし、コスト・ビヘイビアと売上⾼の関係性の
分析を⾏うことが望ましいと考えられる。つまり、予算編成における売上⾼、
利益、コストの関係性に関して予算実績差異分析を⾏うことが望ましい。しか
し内部統制の構築の問題にはなるが、予算実績差異分析はコスト・ビヘイビア
を無視した形で⾏われることも多く、精度を⽋く分析となってしまう。 
 
（５）外部証拠の⼊⼿困難性 

将来情報に関する資料であるため、外部証拠として監査証拠となるデータや
資料の⼊⼿は容易ではない。しかしながら、経営者の将来予測に関する⼼証を
得るための客観的なデータは⼊⼿する必要がある。具体的には、被監査会社⼜
は事業部が属している業界が公表している市場規模や市場成⻑率は外部証拠と
なると考えられる。競合他社の実績データも外部証拠となり得る。 
 
（６）実績ベースで連結財務諸表との整合性を確認する 

予算は管理会計的視点から作成されるが、実績値を連結財務諸表の実績に⼀
致させることができれば、予算の編成⽅法の妥当性の確認をすることができる。
しかしながら、売上⾼に関しては実績値と連結財務諸表の数値の整合性は確認
することができたとしても、各段階損益についての整合性を確認することは難
しい。これは、減損会計の収益を⽣み出す最⼩単位を統合する場合にも同じこ
とがいえる。原因としては本社費配賦の複雑性、内部振替の⼯数の多さなどが
考えられる。こちらも究極的には内部統制の構築の問題となり、企業は対応す
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る必要がある。要求事項として監査⼿続上は求められてはいないが、実績ベー
スで連結財務諸表との整合性を確認する必要がある。 

 
８．おわりに 

本稿は予算に対する監査⼿続を具体的に考察することにより、予算数値に関
する⼼証を得ることによって、予算を中⼼に派⽣する、継続企業の前提、減損
の有無、繰延税⾦資産の回収可能性といったアサーションに対する確度の⾼い
情報を提供することにつながることを⽰した。また、管理会計的発想から作成
される予算に対して、実績ベースで連結財務諸表との整合性を図ることの重要
性についても⾔及した。予算に対する監査⼿続は監査基準委員会報告書等にも
詳細に規定されていない。国際監査基準及び⽶国監査基準においても同様であ
る。各アサーションに関しても実務指針等で規定されていない場合があるが、
⾒積りの監査を含む、将来情報の監査⼿続を構築することには⼀定の意義があ
り、監査⼿続として明確に規定することで、被監査会社の予測情報の正確性に
も寄与する結果となる。 

会社が編成する予算は、会社のビジネスモデルを反映されたものであり、将
来情報のため、シナリオとして GOOD（上振れ）、NORMAL（通常）、BAD（下
振れ）の３パターンを作成する場合も多く、複雑な情報に対する監査となって
いる。予算に対する監査については議論の余地が残されていることから、今後
も研究を深めていきたい。 
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